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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、サービス産業の各業種の付加価値の源泉を明らかにした上で生産性
や効率性計測のためのモデル構築をし、大規模マイクロデータを用いた統計解析を行ってきた。研究期間3年を
通じ、サービス産業のうち対個人サービス業を対象とし、小売業（青果及び家電製品）、美容業、宿泊業と事業
所向けサービスの流通を対象とした分析を行った。対象とした各業種は、家電については省エネ政策、美容業や
運輸業はサービス提供者の労働環境、宿泊業は民泊などの新たな業態との競争といった近年に非常に重要な社会
事象と関連している。これらについて、経済学的視点でその産業構造に関する研究を行えたことは意義があった
と思われる。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we have clarified the origins of value-added of 
each service sector, constructed a model for productivity and efficiency measurement, and conducted 
statistical analysis using large size of disaggregate data. Through the research period of three 
years, we analyzed the economic structures of retail industry, beauty business, accommodation 
industry and freight transportation industry. In retail industry analysis, we adopted both 
vegetables and home appliances. In each industry targeted, energy saving policy concerning home 
appliances, labor environment of service provider for beauty industry and transportation industry, 
competition with new business style such as private accommodation such as accommodation industry is 
related to social phenomenon which is very important in recent years. From this point of view, it 
was meaningful to conduct research on constructing economic structural models and measuring 
productivity or efficiency for the service industries.

研究分野：応用計量経済学　経済政策
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１．研究開始当初の背景 
TFPは生産性の良い指標として理論・実証両
面で使用されている。生産関数のアウトプッ
トは総生産量、投入要素は資本(機械、土地、
設備)と労働者数などで、コブダグラス型やト
ランスログ型の生産関数が標準的に用いら
れる。例えばコブダグラス型生産関数の場合、
生産性は生産関数をシフトさせるパラメー
タとして定義され、投入要素の量が変化しな
いのに、生産量が増えた場合に生産性が上昇
したと考える。実証研究では標準的に、生産
関数を OLS 推定し、得られた残差（と定数
項の和）として生産性を計測する。しかしな
がら、この手法で計測された TFP は種々の
バイアスを含んでいることが知られている。
本研究課題では、特に、(1)内生性の問題、(2)
計測された TFP に需要ショックや観測不能
なショックが含まれる問題、(3)関数形の特定
化の誤りに焦点を当て、理論・実証両面から
TFP のバイアスを修正することを試みる。 
(1)は計量経済学的問題で、Marschak and 
Andrews (1944)らが指摘している内生性の
問題である。例えば、企業が自身の生産性や
技術力のレベルをみて資本や労働の投入量
を決めている場合には、説明変数と誤差項
(TFP)は相関をもつ。そこで Olley and Pakes 
(1996)、Levinsohn and Petrin(2003)、は、
労働と生産性との相関から生ずる内生性問
題を考慮しつつ、各企業、年ごとに生産性の
計測を行った。 Ichimura, Konishi and 
Nishiyama (2011)はさらに拡張し、全ての投
入要素が誤差項(TFP)と相関があっても一致
推定量が得られるセミパラメトリック IV 法
を開発した。これらの手法で可能なのは、一
致性のある投入要素の係数の推定量を求め、
一致性のある残差(TFP)を得ているというと
ころまでである。つまり、推定法の工夫によ
り(1)の内生性の問題を解決しても、ここで得
られた残差（従来型 TFP）は、需要も含めて
すべてのショックを含み、バイアスを持つこ
ととなる。そこで次に、 (2)の計測された TFP
に含まれる需要ショックや観測不能なショ
ックを分解する必要が生じる。計測された
TFP に生産性以外のショックが含まれるの
は、理論上は生産関数が企業の生産活動のみ
を表し、各変数には数量のデータを想定する
のに対し、推定に用いるデータは金額ベース
のものが多いため、市場で決定される価格情
報を含み、需要要因が含まれるからである。
また稼働率や在庫などのデータが入手でき
ないのもバイアス要因となる。Konishi and 
Nishiyama (2013)は生産能力（キャパシテ
ィ）と実際の生産量との差と稼働率を利用し
て、生産性、需要ショック、その他のショッ
クに分解する方法を提案した。「工業統計調
査」と「生産動態統計調査」を接続すること
で、全ての変数に数量データを用いることが
可能となる。最後に、(3)の特定化の誤りは、
推定方法やデータが適切であっても、そもそ
も従来型の TFP の定式化では生産性が捉え

られない場合である。これについては、
(a)TFP に加えて資本や労働に内包された技
術進歩も生産性に考慮する必要がある場合、
(b)既存の生産関数や TFP では生産性を捉え
られない産業をどのように計測するかとい
う問題である。特に(b)については、製造業の
ような生産構造を持たないサービス産業が
その対象となり、TFPに代替する生産性を新
たに定式化する必要がある。計測された TFP
に需要要因が含まれていると、TFPが変動し
た時に、生産性と需要ショックのどちらが影
響を与えているか識別することができず、企
業にとっては投資行動、国にとっては政策を
正しく実施することができない。本研究課題
ではこの問題意識の下で、マイクロデータを
用いて産業の生産性を計測することを目的
とする。 
 
２．研究の目的 
全要素生産性（Total Factor Productivity、
以下 TFP）は生産性の標準的な指標として、
経済理論、実証分析の両方で用いられている。
また、TFPは産業政策の策定・評価のための
客観的なエビデンスとなる重要な経済指標 
でもある。多くの実証研究において TFPは、
生産関数推定の残差として計測される。しか
し、この計測された TFP は種々の要因から
バイアスを含んでいることが知られている。
また、製造業や農業を想定した指標であるた
め、財を生産しないサービス業の中にはこの
指標では産業構造を把握できないものもあ
る。本研究課題では、本来の企業の生産性や
技術力をより正確に計測するために、まず理
論モデル上でバイアス要因をコントロール
して生産性の識別を行う。次に識別された生
産性を推定するが、その際データによるバイ
アスが極力小さくなるよう工夫をする。最終
的には、各業種に対して提案した手法を事業
所や個人のミクロパネルデータに応用し、産
業レベルの生産性を計測することを目的と
する。 
 
３．研究の方法 
本研究課題では、各業種の生産性のモデル化、
推定方法の工夫、データの工夫という 3点に
焦点を当てながら生産性計測を行うことを
目的としている。特に製造業とは異なる生産
構造を持つサービス産業のうち、GDP に占め
る割合の多い、小売業、輸送業、対個人サー
ビスについて研究を進めて行く。生産性のモ
デル化については、各業種について生産構造
を表す生産関数または費用関数と、消費者の
購買行動に関わる効用関数を定式化する。次
にそれらを推定するための計量モデルを定
式化する。同時に実証研究のために必要なデ
ータ収集を行い、実証分析を行う。これによ
り、需給一体型のサービス産業の経済活動を
構造推定でき、生産性の識別を行うことが可
能となる。 
 



４．研究成果 
本プロジェクトでは、サービス産業の生産性
の計測及び産業構造を明らかにすることを
目的とした。サービス産業は近年、GDP に 7
割を占めており経済活動にとっても労働市
場の大きさからも非常に業種である。しかし、
データ入手の困難さや主要産業と認識され
なかった経緯から、先行研究は稀少である。
本研究課題では、研究期間を通じて、サービ
ス産業の各業種の付加価値の源泉を明らか
にした上で生産性や効率性計測のためのモ
デル構築をし、大規模マイクロデータを用い
た統計解析を行ってきた。 
研究期間 3年を通じ、サービス業のうち対個
人サービスの小売業、美容業、宿泊業と事業
所向けサービスの流通を対象とした分析を
行った。小売業については初年度に、供給関
数が非弾力的な青果・果物市場を対象に経済
モデルを作成し、効率性の計測を行った。加
えて最終年度には POS データを活用し、家電
量販店の価格データを用いたヘドニック分
析を行った。これにより耐久財、非耐久財両
方の分析を行った。 
美容業については、マーケティングの視点も
取り入れた構造モデルを作成し美容店、美容
師お生産性の計測を行った。 
宿泊業については、訪日外国人ブームによる
需要増加と効率性の変化について宿泊施設
の種類別（ビジネスホテル、リゾートホテル、
シティホテル、旅館）の研究を行っている。
運輸業については、運賃を使ったヘドニック
分析を行い、高速道路への設備投資の社会厚
生へのインパクトも計測している。 
対象とした各業種は、家電については省エネ
政策、美容業や運輸業はサービス提供者の労
働環境、宿泊業は民泊などの新たな業態との 
競争といった近年に非常に重要な社会事象
と関連している。これらについて、経済学的
視点で業態に関する研究を行えたことは意
義があったと思われる。これらの成果は経済
産業研究所のディスカッションペーパー、ま
た書籍の一部にまとめ、国内・国際学会での
報告を行っている。 
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